
平成２６年度　政府予算案（大阪府都市整備部関係）の決定内容
平成26年2月21日
大阪府
※ １月３１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	大都市圏の成長を通じた日本の再生
１．大阪都市圏の競争環境の整備

（１）都市圏高速道路の運営に係る新たな
仕組みの構築等
・料金体系の一元化・淀川左岸線延伸部等ミッシングリンクの解消・適切な維持管理

・これらのため、受益者負担の原則のもと、償還期間延長等の制度改正の取組

	◆概算要求の状況　国土交通省
地方向け補助金等公共事業関係予算
○社会資本整備総合交付金（通常分） 〔全〕１兆５５８億円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２５：〔全〕　９，０３１億円）

	　　〔全〕９，１２４億円

	

	
	◆予算項目以外の状況
・H25.6月、国土交通大臣の諮問機関である国土幹線道路部会の中間答申において、大都市圏において管理主体を超えたシームレスな料金体系を目指すこと、大都市圏環状道路の整備などネットワーク緊急強化の必要性、更新のための料金徴収期間延長の方向性等が明記
・この中間答申を受け、H25.9月、阪神圏の高速道路料金体系を検討する国と地方の検討会において、H29年度当初を目途に阪神都市圏高速道路の料金体系一元化を実現することを確認、H25.12月には国土交通省からこの方針が示された
・高速道路の更新については、更新投資に伴う料金徴収の継続が、政府予算案の中で新規制度として位置付け
・なお、淀川左岸線延伸部については、H25.1月より環境影響の予測、評価を実施中


	

	（２）高速道路等の整備推進
・新名神高速道路、大阪都市再生環状道路
（大和川線、淀川左岸線等）、第二阪和国道の整備推進

・府県間道路の整備に必要な財源措置


	◆概算要求の状況　国土交通省
○阪神高速道路(株)高速道路建設事業費

　　　　　　　　　　　　　　（大阪都市再生環状道路等）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔事〕３２９億円

　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ25：〔事〕２９５億円）

　※同社の国に対する予算要求状況

地方向け補助金等公共事業関係予算
○社会資本整備総合交付金（通常分）　〔全〕１兆５５８億円
　　　　　　　　　　　　 （Ｈ２５：〔全〕　９，０３１億円）
○防災・安全交付金　　　　　　　〔全〕１兆２，２２７億円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２５：〔全〕1兆　　４６０億円）

	〔国〕金額明記なし
〔全〕９，１２４億円
〔全〕1兆８４１億円
	

	（３）大阪湾諸港の機能強化
・国際コンテナ戦略港湾阪神港の機能強化

　（特区に係る規制緩和等）

・港務局設置に係る制度改正


	◆概算要求の状況　国土交通省
○港を核とした国際コンテナ物流網の強化　〔国〕５３６億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うち公共５１０億円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　非公共　２６億円
（国際コンテナ戦略港湾（阪神港、京浜港）の機能強化）
　　　　　　　　　　　　　　　 （Ｈ２５：〔国〕４００億円）

	〔国〕４４６億円

	

	
	◆予算項目以外の状況
・国際コンテナ戦略港湾の港湾運営会社に対する集貨支援制度及び国の出資制度の創設
・国際コンテナ戦略港湾背後に立地する物流施設の整備に対する支援の拡充として、保管施設
（倉庫）を整備する民間事業者に対する無利子貸付制度の創設

　　　　　　　　　　　　→ ※上記２点について、H26.2月に港湾法改正法案を閣議決定
・新港務局設立に必要な法改正は、実現していない

	

	（４）鉄道ネットワークの充実・強化
・おおさか東線整備事業の推進

・関空への高速鉄道アクセスの取組の推進


	◆概算要求の状況　国土交通省
○貨物鉄道の旅客線化 　　　　　　　　〔全〕９．７０億円
　　　　　　　　　　　　　（Ｈ２５：〔全〕１５．３９億円）

	　　　　〔全〕９．７０億円
	

	
	◆予算項目以外の状況
・国の調査から、高速アクセスの整備により関空利用者の増加が見込まれるなど、一定の効果を確認

・現在、「なにわ筋線」と「高速アクセス」との交通分担（需要配分）などについて検討中

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	成長と安全・安心を支える都市インフラの

マネジメント
１．災害に強い都市づくりの推進

（１）大規模災害の対応

・南海トラフ巨大地震対策の推進

・都市基盤施設の耐震化、防災公園の整備

・都市型集中豪雨対策の推進


	◆概算要求の状況　国土交通省
地方向け補助金等公共事業関係予算
○社会資本整備総合交付金（通常分） 〔全〕１兆５５８億円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２５：〔全〕　９，０３１億円）
○社会資本整備総合交付金（全国防災枠） 〔全〕　８６億円
　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ２５：〔全〕１０３億円）
○防災・安全交付金　　　　　　 〔全〕１兆２，２２７億円
　　　　　　　　　　　（Ｈ２５：〔全〕1兆　　４６０億円）


	　〔全〕９，１２４億円
　　　　〔全〕７８億円
　〔全〕1兆８４１億円

	

	
	◆予算項目以外の状況
・国土強靭化基本法、南海トラフ巨大地震対策特別措置法、首都直下地震対策特別措置法が成立
・予算編成の基本的な考え方として「上記３法の成立等を踏まえ、インフラの老朽化や事前防災対策を強化」が示され、防災・減災、老朽化対策において、交付金の対象事業が拡充
　【拡充された主な事業】海岸保全施設の津波・高潮対策、耐震・液状化対策　など

	

	２．都市基盤施設の機能強化等

（１）都市基盤整備の推進等

・事業費の確保

・交付金制度の効果的・弾力的な運用

	◆概算要求の状況　国土交通省
地方向け補助金等公共事業関係予算
○社会資本整備総合交付金（通常分） 〔全〕１兆５５８億円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２５：〔全〕　９，０３１億円）
○社会資本整備総合交付金（全国防災枠） 〔全〕　８６億円
　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ２５：〔全〕１０３億円）
○防災・安全交付金　　　　　　 〔全〕１兆２，２２７億円
　　　　　　　　　　　（Ｈ２５：〔全〕1兆　　４６０億円）


	　〔全〕９，１２４億円
　　　　〔全〕７８億円
　〔全〕1兆８４１億円

	

	（２）戦略的な維持管理の推進

・交付金制度の効果的・弾力的な運用

	◆予算項目以外の状況
・老朽化が見込まれる施設の効率的な更新を推進していくため、長寿命化計画策定に係る

経費が交付金の対象に追加された
　【拡充された主な事業】

　　　公園施設長寿命化対策支援事業の創設

　　　砂防施設や地すべり防止施設等の長寿命化計画の作成に要する経費が交付対象に追加

　　　海岸施設の長寿命化計画策定に要する経費を交付対象に追加　など

	

	３．分権型の国の形への転換
（１）地方の裁量による都市基盤整備の推進
・財源の地方への移譲

・交付金制度の弾力的な運用


	◆予算項目以外の状況
・要望内容については、実現していない。
	

	都市基盤施設の機能強化等【個別要望事項】
◆道路・街路事業等の推進

◆連続立体交差事業の推進

◆治水事業の推進

◆下水道事業の推進

◆公園事業の推進
◆市街地整備事業の推進

	◆概算要求の状況　国土交通省
地方向け補助金等公共事業関係予算
○社会資本整備総合交付金（通常分） 〔全〕１兆５５８億円
　　　　　　　　　　　　（Ｈ２５：〔全〕　９，０３１億円）
○社会資本整備総合交付金（全国防災枠） 〔全〕　８６億円
　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ２５：〔全〕１０３億円）
○防災・安全交付金　　　　　　 〔全〕１兆２，２２７億円
　　　　　　　　　　　（Ｈ２５：〔全〕1兆　　４６０億円）


	　〔全〕９，１２４億円
　　　　〔全〕７８億円
　〔全〕1兆８４１億円

	

	◆港湾事業の推進


	◆概算要求の状況　国土交通省
〇港湾整備事業

　・港湾事業　　　　　　　　　　　 〔全〕１，９７６億円

　　　　　　　　　　　　　（Ｈ２５：〔全〕１，６９６億円）

	〔全〕１，７３４億円

	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
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